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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、訪問看護ステーションにおけるサービスの質および安全性の実態を明らか
にし、新たな対策基準を検討することである。全国レベルでのアンケート調査の結果、1)訪問看護ステーションにおけ
る提供体制と事業持続年数との関連、2)離職や職務満足度に関連する要因の検討、3)医療事故・ヒヤリハット・クレー
ムの定期的な集計に関連する要因等を明らかにした。そして、訪問看護ステーションにおける安全対策基準について検
討した。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study was to clarify the service quality and safety in the 
home-visit nursing agency, and consider the new safety standards. In the national-wide questionnaire 
survey, the following was revealed: 1)relationship between the structure of nursing and years of 
business, 2)factors associated with intention to resign among home-visiting nurses and job satisfaction, 
and 3)implementation status of discussion to prevent the recurrence of patient safety incidents at 
home-visit nursing agency and its related factors.
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１． 研究開始当初の背景 
 

 介護保険制度導入前後は、訪問看護ステー
ション数は急速に増加していたが、それ以降、
横ばいで推移している。 
全国訪問看護事業協会による「平成 24 年
度訪問看護ステーション数調査」によると、
平成 23 年度の新規開設数は 581 事業所、休
止数は 104 事業所、廃止数は 256 事業所であ
り、実質的には 311 事業所の増加にとどまっ
ている。平成 23 年 4 月 1 日現在、全国届出
数 6502 事業所のうち休止している訪問看護
ステーションは 204 事業所（3.1%）あり、そ
の理由は人員基準である常勤換算2.5人を下
回るためといわれている。以上の結果から訪
問看護ステーション数の伸びない背景には、
単に事業所の開設が進んでいないのではな
く、新規開設する事業所がある一方で、休
止・廃止に至る事業所の存在がある。 
事業所の休止・廃止に至る訪問看護ステー
ションだけでなく、不正により指定取消等処
分を受けた事業所も少なからず存在してい
る。厚生労働省の報告によると平成 12 年か
ら 21年までの 9年間に 31の訪問看護ステー
ションが指定取消処分を受けている。東京都
では、①人員基準違反（看護師等の員数を満
たさない、長期にわたる常勤管理者の不在）、
②虚偽の報告（看護師等の員数の充足・常勤
管理者の配置・訪問看護記録の整備について
虚偽の改善報告）、③居宅介護サービス費の
不正請求（准看護師が行ったサービスを看護
師が実施したとして請求・受領、実際に行っ
ていないサービスの請求・受領）が指定取消
理由として報告されている。 
このように、訪問看護ステーションの指定
基準である看護職員の「人員基準」は訪問看
護ステーションの事業継続か否かのトリガ
ーになっていると考えられる。さらに、昨今
ではこの「人員基準」は開業の是非を問う議
論にも発展している。事業継続を阻害する人
員確保上の要因、例えば、病気等でスタッフ
が勤務を継続できない事態の代替要員の確
保といったバックアップ体制の確保状況な
ど、これまでわが国において、訪問看護ステ
ーションの「事業継続性」に着目した研究は
なく、その実態は明らかになっていない。 
他方、訪問看護サービスは一人の看護師が
自宅に赴きサービスを提供するものであり、
実際の安全性・サービスの水準は個々の看護
師の瞬時の判断や対応に任せられる。そのた
め、各看護師の質がサービスの安全性や質に
直結するという特徴を有している。 
訪問看護ステーションが事業所開設前か
らサービスレベルの差が決まるといわれる
が、事業所が技術的、物理的、人的にどのよ
うな対策を整えているのか（整える必要があ
るのか）、また医療事故・ヒヤリハット・ク
レームへの対策等の実態及び関連は把握さ
れていない。 
 

 
２． 研究の目的 
 
 本研究の目的は、訪問看護ステーションに
おけるサービスの質および安全性の実態を
明らかにし、新たな対策基準を検討すること
である。 
全国レベル、自治体レベルのアンケート調
査データを用い、１）訪問看護ステーション
における提供体制と事業持続年数との関連、
２）訪問看護師の離職や職務満足度に関連す
る要因の検討、３）医療事故・ヒヤリハット・
クレームの定期的な集計、これらの再発予防
策の定期的検討に関連する要因等を明らか
にした。そして、本研究で得られた結果等を
もとに、訪問看護ステーションにおける安全
対策基準について検討した。 
 
 
３． 研究の方法 
 
１）訪問看護ステーションにおける提供体制
と事業持続年数との関連 
介護サービス情報公表システムにて公表
されていた全国の訪問看護ステーションの
データ（5013 事業所分）を使用した。 
 データ項目は「基本情報」に収載されてい
る以下のデータ項目を用いた。 
①事業所を運営する法人等に関する事項：法
人等の名称、主たる事務所の所在地、法人等
が当該都道府県内で実施する介護サービス
等 
②介護サービスを提供し又は提供しようと
する事業所に関する事項：業所の所在地、事
業所の管理者の職名、事業の開始年月日若し
くは開始予定年月日及び指定若しくは許可
を受けた年月日等 
③事業所において介護サービスに従事する
従業者に関する事項：職種別の従業者の数、
勤務形態、労働時間、従業者１人当たりの利
用者数等、従業者の当該報告に係る介護サー
ビスの業務に従事した経験年数等、従業者の
健康診断の実施状況 
④介護サービスの内容に関する事項：事業所
の運営に関する方針、介護サービスを提供し
ている日時、事業所が通常時に介護サービス
を提供する地域、介護サービスの内容等、介
護サービスの利用者への提供実績、利用者等
からの苦情に対応する窓口等の状況、利用者
等の意見を把握する体制、第三者による評価
の実施状況等 
事業の開始年月日から事業継続年数を算
出し、この「事業継続年数」を従属変数とし
多変量解析を行った。 
 
２）訪問看護師の離職や職務満足度に関連す
る要因の検討 
 １都道府県内の訪問看護ステーションに
勤務する全看護師を対象にアンケート調査
を行なった。 



調査項目は、医療機関の併設の有無、常勤
換算看護師職員常勤換算数、週末営業の有無
などの訪問看護ステーションの特性、年齢、
所有資格、経験年数、勤務形態などの対象者
の個人特性について尋ねた。 
離職意向は、離職意向の有無を、職務満足
度は 1（不満足）から 10（満足）までの順序
尺度を使用し測定した。さらに自由記載欄を
設け、現在の職務の満足な点、不満足な点に
ついて尋ねた。職務満足度は分析の際には、
四分位で区切り 4区分の順序変数にした。 
看護師の離職意向、職務満足度それぞれを
従属変数とし、関連する要因を多変量解析に
より分析した。 
 
３）医療事故・ヒヤリハット・クレームの定
期的な集計に関連する要因 
訪問看護ステーションの管理者を対象に
実施した全国調査データ（1000 カ所層化無作
為抽出、476 事業所分）を使用し、インシデ
ント・アクシデント、クレームの定期集計の
実施状況、これらの再発予防策の定期的検討
をそれぞれ従属変数とし、事業所・管理者の
特性等との関連について多変量解析により
により分析した。 
 
 
４． 研究成果 
 
１）訪問看護ステーションにおける提供体制
と事業持続年数との関連 
民間法人（それ以外に比べて）、同一法人
内に訪問入浴介護・訪問リハを併設している、
管理者が兼務、常勤看護師・非常勤の離職者
数が多い、常勤准看護師の離職者数が多いほ
ど有意に事業継続年数が短かった。 
一方、同一法人内に短期入所・居宅介護支
援事業所を併設、土曜日に営業、定休日があ
る、ホームページがある、職員に健康診断を
実施、常勤換算看護職員数が多い、常勤看護
師数が多い、非常勤看護師の割合が多い、急
な病状変化時に訪問看護の対応あり、要介護
5 の割合が多いほど事業継続年数が有意に長
いという結果が示された。 
本研究は横断研究であるため、因果関係を
明らかにすることはできないが、常勤看護師
数や緊急時等において複数の看護師が対応
できる体制の整備が事業の長期継続、利用者
への安定的なサービス提供につながる可能
性が示唆された。 
 
２）訪問看護師の離職や職務満足度に関連す
る要因の検討 
 多変量解析の結果、職務満足度が低いこと、
病院併設の訪問看護ステーションに勤務し
ていること等が離職意向に有意に関連する
ことを明らかにした。 
職務満足度との関連では、現在の勤務形態
への希望がかなえられていると感じている
ほど職務満足度が有意に高くなることを明

らかにした。 
職員の希望の即した勤務形態により、職務満
足度を上げることが、離職防止につながるこ
とが明らかになった。 
 
３）医療事故・ヒヤリハット・クレームの定
期的な集計、これらの再発予防策の定期的検
討に関連する要因 
 医療事故・ヒヤリハット・クレームの定期
的な集計の実施は、それぞれ事業所の 58.8％、
62.4%、59.8%で行われていたが、約 40%の訪
問看護ステーションは発生頻度の把握をし
ていなかった。集計している報告書の種類に
よらず、集計なし群は在り群に比べて、常勤
換算看護職員数と介護保険の利用者数が有
意に少なかった。また、定期的な集計には、
管理者が評価するステーションにおける患
者安全文化が関連しており、なし群は在り群
に比べ、医療安全を向上させる取り組みをし
ている、ステーションの業務手順やシステム
が医療安全等を予防できるようになってい
るかの質問に対し、「そう思わない・全くそ
う思わない」に回答した管理者が有意に多か
った。 
再発予防策の定期的検討あり群では、検討
あり群は有意に常勤換算看護師数が多く、管
理者になる前に研修受講の割合が高いとい
う結果が示された。 
医療事故・ヒヤリハット・クレームの定期
的な集計、再発予防の検討は、全ての訪問看
護ステーションで行われているわけではな
く、再発予防策の検討においては、事業所の
特性と管理者が研修を受けていたかが影響
していることが明らかになった。特に、予防
策の検討を行っていない訪問看護ステーシ
ョンの管理者は、管理者になる前に全く研修
を受けていない、一人で訪問看護ステーショ
ンを安全に運営できると考えている傾向に
あり、医療安全に関する知識が不足している
可能性が示唆された。 
 
以上の結果から、訪問看護ステーションに
おいて事業を安全かつ安定的に運営するた
めに必要な事項を検討した。 
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